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戦後の沖縄における洋裁教育（第二報）

一洋裁学校における教育の現状一一

　　　　琉球大　教育　　　藤原　綾子

教　　育

　〔目的〕前報において戦後沖縄の洋裁学校の変遷とその役割を報告したが、今回は平成

３年時点での沖縄県下の洋裁学校における教育の現状を明らかにすることを目的とする。

　〔方法〕沖縄県下の洋裁学校の中から地域が片寄らないよう１０校を選び、生徒1 8 9

人と教師2 0人にアンケート調査を実施した。調査内容は生徒へは年齢、学歴、職業、選

択コース、通う目的等であり、教師へは年齢、出身校、現在の中学校における被服教育に

ついての感想、今後の洋裁学校の進むべき方向等である。

　〔結果〕・平成３年５月時点で認可洋裁学校は1 0校に減少し、都市部に集中している。

　　・生徒の年齢層は「2 0～2 5才未満」が最も多く、次いで「3 0～4 0才未満」「４

0～5 9才」と続く。所属コースは「昼間コース」に通う者5 8％で、専業主婦やアルバ

イトなどの人が多く、「夜間コース」に通う者は2 6％で、フルタイム勤務者が多い。

　　・通う目的では、「趣味として技術を身につけたい」が５割を占め、「職業に結びつけ

たい」は３割強であった。

　　・教師の年齢層は４０代が最も多く、次いで5 0代、7 0代、３０代となる。全般に高

齢化が目立つ。洋裁学校の役割についてはこれから小さくなると考える者が多く、今後の

方向について「プ・と趣味」の両方の養成をしていくべきだと考えるものが多かった。

2Hp-2 　　　　　　イギリスの学校給食に関する研究

　　　　　　鈴鹿短大　　矢田貞行

　目的　19 92年６月、埼玉県庄和町で「学校給食廃止宣言」（後に撤回）が出された。

この出来事は、わが国の学校給食の在り方に大きな波紋を投げかけた。飽食の時代。食事

家庭責任論、学校給食の受益者負担の強化等といった声の中で、諸外国、とりわけわが国

の学校給食導入の下地となったイギリスに焦点を当てることによって、学校給食の現状、

動向等を明らかにし。比較教育学観点から学校給食について考察する。

　方法　イギリスの学校給食に関する内外文献、法令・通達、その他公的文書、地方教育

当局に対するアンケート調査等に依った。

　結果　現在。イギリスの学校給食は.サッチャー政権下（19 7 9～9 0年）の教育・

福祉縮小の臨調路線によって、民営化あるいは廃止を余儀なくされている。すなわち1 9

8 0年教育法により.地方教育当局の義務とされてきた学校給食の提供に関ずる規定が削

除された。その結果、生活保麟受給家庭の子弟を別にして、学校給食の実施が地方教育当

局の裁量に委ねられ、学校給食を廃止するところも見られた。さらに、19’8 6年社会保

障法の成立によって、19 8 8年４月から生活保護受給家庭の子弟に対する地方教育当局

の無償給食給付義務も撤廃された。1991年現在、公立初等中等学校の児童生徒の学校

給食利用率は42％（有償給食3 0％.無償給食1 2%〉、昼食持参34％.その他2 4

% （昼食時に一時下校等〉と13.っている。
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